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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 43,517 46,799 57,462 69,404 75,223 

経常利益（百万円） 715 725 1,044 1,613 1,958 

当期純利益（百万円） 253 219 472 860 1,129 

純資産額（百万円） 5,513 5,296 6,160 6,780 9,850 

総資産額（百万円） 24,276 26,645 32,003 33,995 40,161 

１株当たり純資産額（円） 659.72 632.10 734.60 734.58 918.50 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
30.36 23.94 53.03 89.69 105.02 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 22.7 19.9 19.2 19.9 24.5 

自己資本利益率（％） 4.6 4.1 8.3 13.3 13.6 

株価収益率（倍） 14.0 20.9 14.3 12.7 9.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
792 △112 1,207 864 △1,404 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△269 △18 △70 △93 303 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△131 429 △134 △131 1,129 

現金及び現金同等物の 

期末残高（百万円） 
1,168 1,766 2,737 3,375 3,456 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数) 

（人） 

432 

(73) 

467 

(79) 

483 

(74) 

523 

(62) 

604 

(74) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第55期の１株当たり配当額15円は、上場記念配当２円を含んでおります。 

３．第57期の１株当たり配当額20円は、上場記念配当５円を含んでおります。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 40,345 43,788 54,009 64,526 68,365 

経常利益（百万円） 640 798 1,019 1,556 1,828 

当期純利益（百万円） 248 296 473 769 941 

資本金（百万円） 1,266 1,266 1,266 1,266 1,935 

発行済株式総数（株） 8,400,000 8,400,000 8,400,000 9,240,000 10,740,000 

純資産額（百万円） 5,086 5,061 5,949 6,470 9,275 

総資産額（百万円） 22,870 25,389 30,470 32,295 37,637 

１株当たり純資産額（円） 608.66 603.97 709.22 700.93 864.77 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 

(円) 

13.0 

(6.0) 

15.0 

(6.0) 

15.0 

(7.0) 

20.0 

(7.0) 

18.0 

(9.0) 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
29.70 33.12 53.09 79.86 86.96 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 22.2 19.9 19.5 20.0 24.6 

自己資本利益率（％） 4.9 5.8 8.6 12.4 12.0 

株価収益率（倍） 14.3 15.1 14.3 14.2 11.6 

配当性向（％） 43.8 45.3 28.3 25.0 21.3 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

326 

(3) 

321 

(3) 

329 

(2) 

351 

(3) 

386 

(9) 



２【沿革】 

昭和21年７月 故取締役相談役山田徳郎氏が戦時中（関東州大連市に本社を置き、中国を商圏に活動していた株

式会社福昌公司に勤務）の電機機械の販売経験を活かし、個人企業として創業。 

昭和24年11月 株式会社に改組し、資本金20万円をもって東京都千代田区神田須田町に本社を開設。 

昭和24年11月 会社発足と同時に株式会社安川電機製作所（現、株式会社安川電機）と代理店契約を締結。 

昭和26年８月 建設業者大臣登録。（許可換えにより、現、東京都知事許可） 

昭和27年12月 大阪変圧器株式会社（現、株式会社ダイヘン）と販売代理契約を結び同社製品販売を開始。 

昭和33年４月 福岡出張所（現、福岡支店）を開設。 

昭和35年４月 本社を東京都中央区銀座四丁目に移転。 

昭和35年８月 大阪出張所（現、大阪支店）を開設。 

昭和35年11月 日本ギア工業株式会社と販売代理契約を結び同社製品販売を開始。 

昭和37年５月 研究所（現、サンワテスコム株式会社の前身）を設置。 

昭和37年10月 名古屋出張所（現、名古屋支店）を開設。 

昭和41年10月 オリジン電気株式会社と代理店契約を締結。 

昭和44年３月 東洋キヤリア工業株式会社とのディストリビューター契約を締結。（現、山田空調株式会社（サ

ンワトリニティ株式会社に名称変更）へ継承） 

昭和45年７月 立石電機株式会社（現、オムロン株式会社）と特約店契約を締結。 

昭和45年11月 子会社山田空調株式会社（現、サンワトリニティ株式会社）を設立。 

昭和46年９月 日機装株式会社機器営業部と代理店契約を締結。 

昭和47年11月 京都出張所（現、京都支店）を開設。 

昭和48年６月 管理本部及び営業本部を設置。 

昭和49年５月 電子部を東京都大田区大森に移転。 

昭和49年６月 株式会社ワイ・イー・データ社製品の販売を開始。 

昭和52年11月 子会社株式会社山田工業研究所（現、サンワテスコム株式会社）を設立。 

昭和53年５月 住友スリーエム株式会社と代理店契約を締結。 

昭和53年７月 スタンレー電気株式会社と特約代理店契約を締結。 

昭和54年11月 ネミック・ラムダ株式会社（現、デンセイ・ラムダ株式会社）と特約店契約を締結。 

昭和55年12月 空調部を子会社山田空調株式会社（現、サンワトリニティ株式会社）に移管。 

昭和56年５月 三機工業株式会社と販売代理店契約を締結。 

昭和57年１月 熊本営業所を開設。 

昭和57年５月 当社株式を店頭売買銘柄として、日本証券業協会（東京地区協会）に登録。 

昭和59年２月 東北営業所を開設。 

昭和59年９月 ロンドン等海外で第三者割当増資を実施。 

昭和59年11月 所沢営業所を開設。 

昭和59年11月 名古屋物流センターを開設。 

昭和60年２月 大分営業所を開設。 

昭和60年４月 浜松営業所を開設。 

昭和61年６月 店頭登録企業として国内で初めて公募増資を実施。 

平成元年４月 長崎営業所を開設。 

平成２年２月 業務本部を設置。 

平成２年６月 子会社ヤマダ流通株式会社（現、サンワロジスティック株式会社）を設立。 

平成５年４月 広島営業所を開設。 

平成５年４月 社名を山田工業株式会社からサンワテクノス株式会社に変更し、併せて本社を東京都中央区八重

洲へ移転。 

平成７年５月 子会社サンワテクノスシンガポールを設立。 

平成８年１月 三河営業所を開設。 



平成８年３月 名古屋物流センターを名古屋サービスセンターに名称変更し、併せて愛知県愛知郡長久手町へ移

転。 

平成８年４月 姫路営業所を開設。 

平成８年５月 富士宮営業所を開設。 

平成８年10月 北関東営業所を開設。 

平成９年５月 富士宮営業所を静岡県沼津市へ移転し、沼津営業所を開設。 

平成９年12月 子会社サンワテクノスホンコンを設立。 

平成10年４月 子会社サンワテクニックヨーロッパ（現、サンワテクノスヨーロッパ）をドイツに設立。 

平成10年７月 子会社サンワテクノスアメリカを設立。 

平成10年11月 子会社サンワテクノス台湾（合弁会社）を設立。 

平成11年９月 八王子営業所を開設。 

平成12年４月 長野営業所を開設。 

平成12年10月 子会社サンワテクノスマレーシアを設立。 

平成13年１月 子会社サンワテクノス台湾（合弁会社）を解消し、新たに子会社サンワテクノス台湾を設立。 

平成13年４月 三重営業所を開設。 

平成13年12月 子会社上海サンワテクノスを設立。 

平成15年４月 国際本部を設置。 

平成15年４月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成15年９月 所沢営業所を埼玉県入間市へ移転し、埼玉西営業所を開設。 

平成15年10月 北陸営業所を開設。 

平成16年１月 技術本部を設置。 

平成16年２月 ISO14001認証取得。 

平成16年３月 東京サービスセンターを開設。 

平成17年３月 

平成17年４月 

平成17年６月 

平成17年７月 

平成17年10月 

平成18年２月 

東京証券取引所市場第一部に上場。 

コンプライアンス委員会を設置。 

公募増資を実施。 

第三者割当増資を実施。 

九州サービスセンターを開設。 

ISO9001認証取得。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（サンワテクノス株式会社）、子会社10社及び関連会社１社に

より構成されており、電機部門、電子部門、機械部門の各取扱製品の販売を主たる業務としております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

 なお、次の３部門は「第５ 経理の状況 １．(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の

区分と同一であります。 

  

  

 当社は、電動機、制御装置、産業用ロボット、電子機器及び部品、産業用機械、工業計器及び計装類の販売を行っ

ております。 

 連結子会社であるサンワテスコム㈱は産業用エレクトロニクス応用制御装置等の製造販売を、同サンワトリニティ

㈱は空調機器等の販売・施工及び保守サービスを、同サンワロジスティック㈱は商品の在庫管理、流通管理及び発

注・仕入業務を、同サンワテクノスシンガポール、同サンワテクノスホンコン、同サンワテクノスヨーロッパ、同サ

ンワテクノスアメリカ、同サンワテクノス台湾、同サンワテクノスマレーシア及び同上海サンワテクノスは日本国内

製品の海外進出企業への販売・海外製品の調達並びに日本国内企業への販売を行っております。 

事業区分 主要製品 主要な会社 

電機部門 

ＡＣサーボモータ、リニアモータ他各種

モータ、インバータ、マシンコントロー

ラ、マシンビジョンシステム、半導体用

クリーンロボット・真空ロボット等 

当社 

サンワテスコム㈱ 

電子部門 

電源、コネクタ、半導体、センサー、小

型ファン、ＬＥＤ（発光ダイオード）、

ＬＣＤ（液晶ディスプレイ）、産業用パ

ソコン、ＣＰＵボード、メモリモジュー

ル等の各種電子部品及び機器等 

当社 

サンワテクノスシンガポール 

サンワロジスティック㈱ 

サンワテクノスホンコン 

サンワテクノスヨーロッパ（ドイツ） 

サンワテクノスアメリカ 

サンワテクノス台湾 

サンワテクノスマレーシア 

上海サンワテクノス 

機械部門 

各種検査装置、半導体関連製造設備、産

業用ロボット、液晶・パネル搬送用クリ

ーンロボット、基板関連装置、物流搬送

装置、バルブコントロール装置、風水力

機器、空調・厨房設備、環境保護機器及

び装置等 

当社 

サンワトリニティ㈱ 



［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 （注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社に該当する子会社はありません。 

３．上記子会社のうち、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円）

主要な事
業内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

サンワテスコム㈱ 東京都大田区 40 電機部門 100.0 

当社に対して、制御機器の販売を

行い、また、当社より電子機器を

仕入している。 

役員の兼任あり。 

サンワトリニティ㈱ 東京都新宿区 20 機械部門 88.2 

当社に対して、冷暖房機器等の販

売、施工及びサービスを行い、ま

た、当社より電気機械・機械器具

を仕入している。 

役員の兼任あり。 

サンワロジスティック㈱ 東京都中央区 10 電子部門 100.0 

当社商品の在庫管理、流通管理及

び発注・仕入業務を行っている。 

役員の兼任あり。 

サンワテクノス 

シンガポール 
シンガポール 13 電子部門 100.0 

当社に対して、海外製品の販売を

行い、また、当社より日本国内製

品を仕入している。 

サンワテクノス 

ホンコン 
ホンコン 158 電子部門 100.0 

当社に対して、海外製品の販売を

行い、また、当社より日本国内製

品を仕入している。 

サンワテクノス 

ヨーロッパ（ドイツ） 
フランクフルト 146 電子部門 100.0 

当社に対して、海外製品の販売を

行い、また、当社より日本国内製

品を仕入している。 

サンワテクノス 

アメリカ 
シカゴ 119 電子部門 100.0 

当社に対して、海外製品の販売を

行い、また、当社より日本国内製

品を仕入している。 

役員の兼任あり。 

サンワテクノス台湾 台北 34 電子部門 100.0 

当社に対して、海外製品の販売を

行い、また、当社より日本国内製

品を仕入している。 

役員の兼任あり。 

サンワテクノス 

マレーシア 
クアラルンプール 28 電子部門 100.0 

当社に対して、海外製品の販売を

行い、また、当社より日本国内製

品を仕入している。 

上海サンワテクノス 上海 225 電子部門 100.0 

当社に対して、海外製品の販売を

行い、また、当社より日本国内製

品を仕入している。 

役員の兼任あり。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには労働組合はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

電機部門 93 (2) 

電子部門 146 (68) 

機械部門 255 (4) 

全社（共通） 110 (0) 

合計 604 (74) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

386(9) 34.6 9.1 5,867,674 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、好調な企業収益と設備投資の増加など、着実な景気回復の足取りを示

しております。また、好調な株式市場や雇用情勢の改善を受け、個人消費にも明るさが増してまいりました。 

 当社グループの関連しております産業用エレクトロニクス・メカトロニクス業界におきましても、半導体関連の

復調、自動車関連及び液晶製造装置業界などの製造業全般の設備投資の活発化により好調に推移しております。  

 このような状況の中、当社グループは、技術提案力・サポート対応力を駆使した積極的な営業活動を展開した結

果、当期の連結業績につきましては、売上高においては752億23百万円（前期比8.4％増）、経常利益につきまして

は19億58百万円（同21.3％増）、また当期純利益につきましては11億29百万円（同31.3％増）となりました。 

 次に事業の種類別セグメントの状況を説明いたします。  

 電機部門では、半導体及び液晶製造装置用等のサーボモータ、リニアモータなどのメカトロ製品が順調に推移い

たしました。また、デジタルオーディオプレーヤーや携帯電話用メモリカード向け等に急速に市場が拡大しており

ますフラッシュメモリの製造設備関連需要が好調であり、この結果、当部門の売上高は161億93百万円（前期比

2.6％増）、営業利益は、高付加価値製品が下期より立ち上がりましたが、３億39百万円（同5.8％減）となりまし

た。 

 電子部門では、ＩＴ関連業界の復調、自動車関連・工作機械関連向け周辺機器の需要等が好調を維持し、またア

ミューズメント関連需要の回復もあり需要が拡大いたしました。この結果、当部門の売上高は485億68百万円（前

期比12.3％増）、営業利益は13億98百万円（同21.1％増）となりました。 

 機械部門では、液晶製造装置、検査装置、半導体製造装置関連向けの産業用ロボットなどが堅調に推移いたしま

した。この結果、当部門の売上高は104億61百万円（前期比1.0％増）、営業利益は61百万円（同23.3％増）となり

ました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ81百万円増

加し、当連結会計年度末には34億56百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は14億４百万円（前年同期は８億64百万円の取得）となりました。これは主に、税

金等調整前当期純利益が20億７百万円と増加し、また仕入債務の増加（24億15百万円）及び減価償却費（１億32百

万円）等による増加がある一方で、売上債権の増加（47億円）、たな卸資産の増加（３億95百万円）及び法人税等

の支払（８億88百万円）等により減少したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は３億３百万円（前年同期は93百万円の使用）となりました。これは主に、有形固

定資産の売却による収入（１億55百万円）、投資有価証券の売却による収入（３億48百万円）によるものであり、

株式の購入（１億41百万円）等により一部相殺されました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は11億29百万円（前年同期は１億31百万円の使用）となりました。これは主に、公

募増資等による新株の発行に伴う収入（13億35百万円）によるものであり、配当金の支払（２億15百万円）等によ

り一部相殺されました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

電機部門（百万円） 719 87.8 

合計（百万円） 719 87.8 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

電機部門（百万円） 14,265 103.0 

電子部門（百万円） 42,238 113.0 

機械部門（百万円） 9,842 103.7 

合計（百万円） 66,347 109.3 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

電機部門 16,595 105.4 2,712 117.4 

電子部門 49,872 114.3 5,689 129.7 

機械部門 10,351 93.1 2,385 95.6 

合計 76,819 109.0 10,787 117.4 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

電機部門（百万円） 16,193 102.6 

電子部門（百万円） 48,568 112.3 

機械部門（百万円） 10,461 101.0 

合計（百万円） 75,223 108.4 



３【対処すべき課題】 

 当社は、業容の拡大及び収益の向上に加え、グローバルな技術商社として、変化の激しい市場環境の中で、その

変化に即応できる人材の育成と組織の構築が重要課題と認識しております。 

 収益の向上につきましては、お取引先様の信頼と満足を得られるよう、国内外の子会社との連携によるグローバ

ルなネットワークを駆使し、品質と付加価値の高い商品・技術・ソリューションを提供してまいります。また、人

材育成につきましては、次世代リーダーを育成するための研修プログラムをはじめとする階層別研修や製品の専門

知識や技術力の向上を目的とするメーカー研修等を継続的に実施し、プロフェッショナルな人材の育成を推進して

まいります。加えて、ＣＳＲ（企業の社会的責任）を強く意識し、社会や地球環境との調和に努め、コンプライア

ンスの徹底をはじめ内部統制システムを確立してまいります。  



４【事業等のリスク】 

１．経営成績の変動について 

 当社グループは、半導体及び液晶製造装置等に使用されるサーボモータ、リニアモータなどのメカトロ製品を販売

する電機部門、自動車関連・デジタル家電・パソコン・携帯情報端末などの分野に使用される電子部品を販売する電

子部門、半導体関連製造設備・液晶検査装置・クリーンロボット及び産業用ロボットを販売する機械部門から成る商

社であります。その需要先は主に産業用エレクトロニクス・メカトロニクス業界であるため、当社グループの業績

は、この業界の需要動向、並びに設備投資動向に影響を受けます。 

 平成15年３月期は、液晶関連分野及び自動車関連などの需要が堅調に推移したことにより電子部門の売上高が増加

しております。平成16年３月期は、半導体関連、電子部品産業、産業用ロボットなどの設備投資関連需要の回復傾向

が鮮明になり、自動車関連、デジタル家電、携帯情報端末などの市場が順調な成長を遂げた結果、電子部門及び機械

部門の売上高が大幅に増加しております。平成17年３月期は、ＩＴ・デジタル関連分野について、一部在庫調整が見

られたものの、スイッチング電源、コネクタなどを中心に電子部門が堅調な伸びを示したことに加え、半導体及び液

晶製造装置向けのメカトロ製品や搬送用設備、液晶検査装置及び産業用ロボットなどが順調に推移した結果、電機部

門及び機械部門の売上高が大幅に増加しております。平成18年３月期は、半導体関連の復調、自動車関連及び液晶製

造装置業界などの製造業全般の設備投資の活発化により電子部門の売上高が増加しております。 

 最近５期期間の連結ベースによる部門別売上高、営業利益、経常利益及び当期純利益の推移は、以下のとおりであ

ります。 

 （単位 百万円）

２．訴訟に対する対応について 

 当社グループは、事業を遂行する上で各種法令を遵守し、また全社員がコンプライアンスに対する理解度を深め、

実践していくため、コンプライアンス委員会を設け内部管理体制の強化を図るとともに、専門分野に精通した弁護士

や監査法人のアドバイスを適時受けることで、一層の充実化を図っております。しかしながら、近年、訴訟に対する

意識が変化し、世の中の趨勢として訴訟事件も増加してゆく傾向にあると思われ、事業を遂行する上で訴訟を提起さ

れるリスクが考えられます。当社グループが訴訟を提起された場合、また訴訟の結果によっては、当社グループの業

績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

    14年３月期 15年３月期  16年３月期 17年３月期 18年３月期 

   金額 金額 前期比 金額 前期比 金額 前期比 金額 前期比 

売

 

 上 高 

 

43,517 

 

46,799 

％

107.5

 

57,462 

％

122.8

 

69,404 

％ 

120.8 

 

75,223 

％

108.4

  電機部門 11,661 12,072 103.5 12,147 100.6 15,782 129.9 16,193 102.6

  電子部門 25,056 28,440 113.5 37,086 130.4 43,261 116.7 48,568 112.3

  機械部門 6,799 6,285 92.4 8,228 130.9 10,360 125.9 10,461 101.0

営業利益 558 624 111.8 965 154.7 1,490 154.3 1,725 115.8

経常利益 715 725 101.3 1,044 144.0 1,613 154.6 1,958 121.3

当期純利益 253 219 86.7 472 214.8 860 182.2 1,129 131.3



３．特定の取引先について 

 当社グループの仕入先は多岐にわたっておりますが、主要な仕入先である株式会社安川電機及びオムロン株式会社

からの連結ベースによる仕入高割合は、平成16年３月期において17.2％及び11.9％、平成17年３月期において19.8％

及び8.7％、平成18年３月期において16.8％及び8.3％となっております。したがって、株式会社安川電機及びオムロ

ン株式会社の経営方針及び販売政策に変更等があった場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（単位 百万円）

    16年３月期 17年３月期 18年３月期 

  仕入品目 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

㈱安川電機 
各種モータ、サーボ機器、

各種ロボット 

 

8,622 

％ 

17.2 

 

11,997 

％ 

19.8 

 

11,138 

％ 

16.8 

オムロン㈱ 各種電子部品、制御機器 5,962 11.9 5,274 8.7 5,535 8.3 



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

１．財政状態 

 当連結会計年度の資産合計は401億61百万円、前期比では61億66百万円の増加となりました。資産の部の増加は、

主に売上高の増加による売掛金29億96百万円の増加、受取手形17億96百万円の増加によるものです。 

 当連結会計年度の負債合計は302億76百万円、前期比では30億95百万円の増加となりました。負債の部の増加は、

主に仕入高の増加による買掛金22億18百万円の増加、支払手形３億20百万円の増加によるものです。 

 当連結会計年度の資本合計は98億50百万円、前期比では30億69百万円の増加となりました。資本の部の増加は、主

に公募増資等に伴う資本金６億69百万円の増加、利益剰余金８億77百万円の増加、有価証券評価差額金７億87百万円

の増加によるものです。 

２．経営成績 

 当連結会計年度の売上高は752億23百万円、前期比では58億19百万円の増加となりました。これは、技術提案力・

サポート対応力を駆使した積極的な営業活動を展開した成果であります。また、経常利益は19億58百万円、前期比で

は３億44百万円の増加、当期純利益は11億29百万円、前期比では２億69百万円の増加となりました。 

（主な事業の種類別セグメントの状況に関する分析） 

 電機部門は、半導体及び液晶製造装置用等のサーボモータ、リニアモータなどのメカトロ製品が順調に推移いたし

ました。また、デジタルオーディオプレーヤーや携帯電話用メモリカード向け等に急速に市場が拡大しておりますフ

ラッシュメモリの製造設備関連需要が好調であり、この結果、当部門の売上高は161億93百万円、前期比では４億10

百万円の増加、営業利益は、高付加価値製品が下期より立ち上がりましたが、３億39百万円、前期比では20百万円の

減少となりました。 

 電子部門は、ＩＴ関連業界の復調、自動車関連・工作機械関連向け周辺機器の需要等が好調を維持し、またアミュ

ーズメント関連需要の回復もあり需要が拡大いたしました。この結果、当部門の売上高は485億68百万円、前期比で

は53億６百万円の増加、営業利益は13億98百万円、前期比では２億43百万円の増加となりました。 

 機械部門は、液晶製造装置、検査装置、半導体製造装置関連向けの産業用ロボットなどが堅調に推移いたしまし

た。この結果、当部門の売上高は104億61百万円、前期比では１億１百万円の増加、営業利益は61百万円、前期比で

は11百万円の増加となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当期は、特記すべき設備投資を行っておりません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他有形固定資産」は、工具器具及び備品、機械及び装置であります。 

なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．電子部の建物及び構築物は、子会社サンワテスコム㈱に一部貸与しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他有形
固定資産 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

電子部 

（東京都大田区） 

電子部門 

電機部門 
製造・販売設備 347 

860 

(835)
11 1,218 62 

名古屋サービスセンター 

（愛知県愛知郡） 
電子部門 物流倉庫 133 

123 

(867)
2 259 － 

福利厚生施設（社宅） 

（神奈川県横浜市他） 
消去又は全社 社宅 832 

1,562 

(2,627)
11 2,407 － 

  （平成18年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他有形
固定資産 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

サンワトリニティ㈱ 
本社 

(東京都新宿区) 
機械部門 販売設備 10 

39 

(287)
2 52 47 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．１株を1.1株に株式分割したことにより、発行済株式総数が840千株増加しております。 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

  発行価格      949円 

  発行価額    890.26円 

  資本組入額     446円 

  払込金総額  1,201百万円 

３．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資） 

  発行価格     890.26円 

  資本組入額     446円 

  割当先     大和証券エスエムビーシー株式会社 

４．平成18年４月１日付をもって１株を1.2株に株式分割し、発行済株式総数が2,148千株増加しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 33,380,000 

計 33,380,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,740,000 12,888,000 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 10,740,000 12,888,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成16年５月20日 

（注）１ 
840,000 9,240,000 － 1,266 － 674 

平成17年６月14日 

（注）２ 
1,350,000 10,590,000 602 1,868 599 1,274 

平成17年７月12日 

（注）３ 
150,000 10,740,000 66 1,935 66 1,341 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式60,807株は「個人その他」に608単元（60,800株）及び「単元未満株式の状況」に７株を含めて記

載しております。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が35単元（3,500株）含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

       ２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は201千株でありま

す。なお、それらの内訳は、投資信託設定分105千株、年金信託設定分96千株となっております。 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 その他の 法人 

外国法人等 
個人 
その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 40 13 67 21 1 2,974 3,116 －

所有株式数

（単元） 
－ 31,095 2,181 32,193 1,875 3 39,970 107,317 8,300

所有株式数の

割合（％） 
－ 28.98 2.03 30.00 1.75 0.00 37.24 100 －

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社安川電機 福岡県北九州市八幡西区黒崎城石2-1 664 6.18 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 608 5.66 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町2-2-1 454 4.22 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 454 4.22 

オリジン電気株式会社 東京都豊島区高田1-18-1 415 3.86 

オークマ株式会社 愛知県丹羽郡大口町下小口5-25-1 363 3.37 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 330 3.07 

山田 益二郎 東京都世田谷区 313 2.91 

オムロン株式会社 京都府京都市下京区塩小路通堀川東入 295 2.75 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町2-11-3 236 2.20 

計 － 4,135 38.50 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,500株（議決権の数35個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    60,800 － 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  10,670,900 106,709 同上 

単元未満株式 普通株式      8,300 － 同上 

発行済株式総数       10,740,000 － － 

総株主の議決権 －  106,709 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

サンワテクノス株式会社 
東京都中央区八重洲

２－８－７ 
60,800 － 60,800 0.57 

計 － 60,800 － 60,800 0.57 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

（注）平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の

規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めています。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと認識し、安定した配当を継続するとともに、業績の進

展状況を勘案しながら増配等を実施することにより、適正な利益還元を行ってゆくことを基本方針としております。

 内部留保につきましては、中長期的な視点に立ち、企業体質、企業競争力の更なる強化、海外展開、環境問題、品

質管理への対応など、将来の積極的な事業展開、急激に変動する事業環境に対し柔軟に対応するため充実化に努め、

有効に活用してゆく方針でございます。 

 また、当期の利益配当金につきましては、株主の皆様の日頃のご支援に報いるべく、期末配当を１株当たり９円と

し、中間配当（１株当たり９円）と合わせ、年間配当18円とさせて頂きました。 

 なお、第58期の中間配当についての取締役会決議は平成17年11月10日に行っております。 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成17年３月１日より東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。それ以

前については、平成15年４月27日までは日本証券業協会において公表されているものであり、平成15年４月

28日からは東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。なお、第56期の事業年度別最高・最低

株価のうち※印は日本証券業協会によるものであります。 

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。なお、第56期は平成16年３月31日現

在の株主に対して、第58期は平成18年３月31日現在の株主に対して、それぞれ株式分割を実施しておりま

す。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。なお、□印は、株式分割による権

利落後の最高・最低株価を示しております。 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 760 600 

850 

※550 

□770 

1,308 
1,265 

□1,021 

最低（円） 410 380 

490 

※475 

□741 

650 
872 

□991 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 1,049 1,120 1,190 1,265 1,244 
1,220 

□1,021 

最低（円） 940 980 1,070 1,110 1,070 
1,150 

□991 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役会長 

(代表取締役) 
 山田 益二郎 昭和４年５月19日生 

昭和28年６月 当社入社 

昭和38年12月 取締役就任 

昭和46年５月 常務取締役就任 

昭和47年12月 専務取締役就任 

昭和57年１月 当社代表取締役社長就任 

平成５年６月 営業本部長 

平成11年６月 代表取締役会長就任（現任） 

平成12年10月 山田空調㈱（現、サンワトリニ

ティ㈱）代表取締役会長就任

（現任） 

平成13年10月 山田空調㈱（現、サンワトリニ

ティ㈱）代表取締役社長就任 

376 

取締役社長 

(代表取締役) 
営業本部長 小林 義行 昭和19年５月28日生 

昭和42年３月 当社入社 

昭和63年５月 電機部長 

平成元年４月 メカトロ営業部長 

平成４年６月 取締役就任 

平成８年７月 第一営業部長 

平成９年３月 常務取締役就任 

平成10年９月 営業管理部長 

平成11年６月 専務取締役就任 

平成11年12月 営業本部第二部門部門長 

平成12年４月 大阪支店長 

平成14年４月 営業本部副本部長 

平成14年６月 代表取締役社長就任（現任）

 営業本部長（現任） 

40 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

専務取締役 管理本部長 田中 正勝 昭和20年２月４日生 

昭和44年３月 当社入社 

平成２年４月 名古屋支店長 

平成７年６月 取締役就任 

平成10年４月 福岡支店長 

平成14年４月 大阪支店長 

平成15年４月 営業本部副本部長 

平成15年６月 常務取締役就任 

平成16年４月 専務取締役就任（現任）

  

 平成16年６月 

営業本部機械部門長 

管理本部長（現任） 

9 

常務取締役 

営業本部副本

部長 

大阪支店長 

滝本 善則 昭和21年９月17日生 

昭和44年４月 当社入社 

昭和54年５月 京都営業所長 

昭和59年５月 京都支店長 

平成３年４月 大阪支店長 

平成４年６月 取締役就任 

平成６年10月 福岡支店長 

平成10年４月 名古屋支店長 

平成13年４月 管理本部長 

平成13年５月 総務部長 

平成15年４月 営業本部電子部門担当 

  

 平成16年１月 

電子第一営業部長 

営業開発部長 

平成16年４月 常務取締役就任（現任） 

  大阪支店長（現任） 

平成16年５月 営業本部副本部長（現任）

23 

常務取締役 

営業本部副本

部長 

営業本部電子

部門長 

営業開発部長 

山本 勢 昭和27年２月８日生 

昭和48年11月 当社入社 

平成５年10月 京都支店長 

平成10年10月 電子第一営業部長 

平成13年４月 名古屋支店長 

平成14年６月 取締役就任 

平成16年４月 常務取締役就任（現任） 

  営業本部電子部門長（現任）

  営業開発部長（現任） 

平成16年５月 営業本部副本部長（現任） 

20 

取締役 

業務本部長 

名古屋サービ

スセンター所

長 

岸本 達三 昭和25年２月２日生 

昭和47年３月 当社入社 

平成10年10月 名古屋サービスセンター物流部

長（現任） 

平成15年４月 業務本部長（現任） 

 名古屋サービスセンター所長

（現任） 

 同センター管理部長（現任） 

平成15年６月 取締役就任（現任） 

 サンワロジスティック㈱取締役

社長就任（現任） 

平成17年10月 名古屋サービスセンター業務部

長（現任） 

13 

 



 （注）１．監査役 岩崎義明、富岡伸之及び石川勲の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 名古屋支店長 田中 裕之 昭和32年３月４日生 

昭和54年４月 当社入社 

平成16年４月 名古屋支店長（現任）

平成18年６月 取締役就任（現任） 

3 

取締役 福岡支店長 田栗 政俊 昭和24年12月22日生 

昭和47年４月 当社入社 

平成10年10月 京都支店長  

平成14年４月 福岡支店長（現任）

平成18年６月 取締役就任（現任）

13 

取締役 

営業本部メカ

トロ部門長 

メカトロニク

ス営業部長 

福田 均 昭和29年９月６日生 

昭和54年４月 当社入社 

平成14年10月 メカトロニクス営業部長 

（現任） 

平成15年４月 営業本部メカトロ部門担当

平成16年４月 営業本部メカトロ部門長 

（現任） 

平成18年６月 取締役就任（現任） 

0 

監査役 

(常勤) 
 青柳 繁 昭和17年７月７日生 

昭和36年４月 東京建鉄工業㈱入社 

昭和39年３月 当社入社 

平成３年８月 総務部長 

 企画審査部長 

平成７年６月 取締役就任 

平成８年７月 経理部長 

平成11年６月 監査役（常勤）就任（現任）

21 

監査役  岩崎 義明 昭和６年２月20日生 

昭和26年４月 ㈱協和銀行（現㈱りそな銀行）

入行 

昭和57年６月 同社常勤監査役就任 

昭和59年６月 日本ラヂヱーター㈱（現カルソ

ニックカンセイ㈱）常勤監査役

就任 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役  富岡 伸之 昭和20年２月９日生 

昭和42年４月 中小企業金融公庫入庫 

平成11年３月 中小企業金融公庫考査部

考査役 

平成12年11月 日工建設㈱入社 

平成16年７月 日工建設㈱取締役 

総務部長（現任） 

平成17年６月 当社監査役就任（現任）

－ 

監査役  石川 勲 昭和16年７月６日生 

昭和39年３月 ㈱安川電機製作所（現㈱安川電

機）入社 

昭和52年３月 ㈱ワイ・イー・データ移籍入社 

平成３年６月 ㈱ワイ・イー・データ取締役就

任 

平成９年６月 同社常務取締役就任 

平成12年６月 同社専務取締役就任 

平成14年６月 同社取締役社長就任 

平成17年３月 同社顧問 

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

1 

計 523 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 変化の激しい市場において中長期的な成長を持続し、継続的な企業価値の維持向上を図るため、経営体制や組織を含

めた内部統制システムの体制整備や経営リスク管理の強化、コンプライアンス（法令遵守）に対する倫理観の浸透並び

に情報開示の適正性、透明性の確保に努めた経営を実践してゆくことが、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な

考え方であり、経営の重要課題と位置づけております。 

（１） 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

 当社の基本方針や経営計画は常務会で討議され、重要事項について取締役会に付議し決定されます。また当社は監査

役制度を採用しております。取締役会と監査役会は業務の監督・監視を内部監査室、会計監査人と連携を取りながら実

行しております。 

 業務運営については部店長会議を定期的に行い、全社の業務執行の状況を確認するとともに内部統制の理解・浸透に

努めております。加えて、当社は、国内外に有する10社の子会社についても、国内子会社については関連会社経営会

議、海外子会社については国際本部会議といった重要な会議を定期的に行うことで、グループ全体の業務執行の状況を

確認するとともに内部統制の理解・浸透に努めております。 

 また、当社は法令を遵守し、公正で誠実な経営を継続的に運営、管理するため、管理部門管掌取締役を委員長とする

コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する社内規程・ガイドライン・指針を設け、適法な事業活動

に努めております。 

 このような体制の下、更に「業務の有効性と効率性の向上」、「財務報告の高い信頼性の確保」、「コンプライアン

スの促進」を目指し、株主、取引先、従業員、地域社会などさまざまなステークホルダーの信頼と期待に応えられる経

営を推進しております。 

②会社の機関・内部統制の関係 

  



③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社の取締役会は、取締役６名で構成しており、社外取締役は選任しておりません。取締役会は、経営における意思

決定機関であると同時に、業務執行に関する監督機関と位置づけられ、業務執行状況を正確に把握し、迅速かつ柔軟に

経営判断ができるように、月１回の定時取締役会に加え、必要に応じ随時機動的に臨時取締役会を開催し、法令で定め

られた事項及び経営上の重要事項の付議だけではなく、業績の進捗確認についても議論し、業務執行の状況の監視、監

督を行っております。また、経営上の重要な事項については、常務会においても審議を尽くし、その結果を取締役会に

て更に議論を重ね充実化を図り、加えて、関連会社経営会議、部店長会議において当社及びグループ全般の目標展開、

課題への対応を討議しております。また、当社では、監査役制度を採用しており、社外監査役２名を含む３名の監査役

で構成されております。監査役は、取締役会、常務会、関連会社経営会議、部店長会議に出席するとともに、監査役会

を開催するなど、業務執行状況、財務状況の調査、経営検査のみならず、内部監査室・会計監査人との意見交換と連携

を行い、管理面や業務手続きの妥当性まで含めた継続的な実地監査を実施しております。 

 なお、会社法及び会社法施行規則に基づき、平成18年５月２日取締役会において内部統制の基本方針の承認を得てお

ります。平成18年６月29日就任の新任取締役３名、新任監査役（社外監査役）１名を加え、今後も内部統制の改善・強

化に努めてまいります。 

④内部監査及び監査役監査の状況 

 当社においては内部監査室が内部監査部門となります。内部監査室は、１名で構成されておりますが、必要に応じ、

社長の承認を得た上で、管理本部より１名ないし２名を選任の上、監査の任に当たります。基本的に内部監査は監査役

監査及び会計監査人監査と併せて実施しておりますが、監査時に被監査部門との質疑応答や監査役、会計監査人との意

見交換を行い、業務及び財産の実態を監査し、経営合理化及び能率増進に資するとともに、不正、過誤の防止に努めて

おります。なお、監査役と内部監査部門の会合の回数（同時監査実施日数）は年間75回です。 

 監査役監査は、監査役会が会計監査人、内部監査の監査計画を確認の上、監査事項の検討を行い、監査計画を立案

し、この監査計画に基づき会計監査人監査、内部監査に併せて実施し、監査時に被監査部門との質疑応答や会計監査人

及び内部監査人との意見交換を行い、効率的な監査を実施しております。監査終了後、監査役会にその結果を報告、他

の監査役の意見を求め、意見交換の上で、監査報告書を作成し、社長宛てに報告しております。なお、監査役と会計監

査人の会合の回数（同時監査実施日数）は年間75回です。 

⑤会計監査の状況 

当社は会計監査業務に井上監査法人を選任しております。 

当期における会計監査の体制は、以下のとおりであります。 

 業務執行した公認会計士の氏名 

   業務執行社員：中松 進（継続監査年数27年）、平松正己 

 監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 ３名 

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

 監査役３名のうち、社外監査役は２名でございます。なお、社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その

他の利害関係はございません。 

（２） リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は常に危機管理の重要性を認識し、時宜に応じて迅速かつ適切な処置・行動がとれるよう、

「危機管理規程」を定めており業務上のリスクを適切、迅速に管理、コントロールすることにより経営の安定化を図る

ものとして進めております。自然災害リスク等、有事の際は「危機管理規程」により総務担当役員を本部長とした対策

本部が設置され迅速な情報収集と、速やかに適切な対応が実現できる体制をとっております。またリーガルリスク、情

報リスクに関してはコンプライアンス関連諸規程、環境リスクに関してはＩＳＯ関連諸規程により、細部にわたり、具

体的に定めております。このように当社のリスク管理は関連諸規程により有機的に管理、コントロールされておりま

す。 



（３） 役員報酬の内容 

 

 取締役の年間報酬額   １億９百万円 

  監査役の年間報酬額     20百万円 

      計       １億30百万円 

（注）１．平成17年９月30日に退任した監査役１名を含んでおります。 

   ２．上記のほか、前期利益処分により、取締役６名、監査役３名に対し、役員賞与36百万円を支給しておりま 

     す。 

   ３．上記のほか、株主総会決議に基づき、監査役１名に対し、役員退職慰労金２百万円を支給しております。 

（４） 監査報酬の内容 

 当社の井上監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 20百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４月

１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表につい

て、井上監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   3,869   3,950  

２．受取手形及び売掛金    19,571   24,364  

３．たな卸資産   2,298   2,701  

４．繰延税金資産   249   276  

５．その他流動資産   349   455  

貸倒引当金   △32   △38  

流動資産合計   26,306 77.4  31,712 79.0 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※１ 2,536   2,524   

減価償却累計額  1,083 1,452  1,148 1,376  

(2）土地 ※１  2,741   2,633  

(3）その他有形固定資産  296   290   

減価償却累計額  215 81  216 73  

有形固定資産合計   4,274 12.6  4,083 10.2 

２．無形固定資産        

その他無形固定資産   100   103  

無形固定資産合計   100 0.3  103 0.2 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１,５  2,439   3,613  

(2）繰延税金資産   260   11  

(3）その他投資その他の
資産 

   701   756  

貸倒引当金   △87   △117  

投資その他の資産合計   3,314 9.7  4,263 10.6 

固定資産合計   7,689 22.6  8,449 21.0 

資産合計   33,995 100.0  40,161 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※１  20,427   22,967  

２．短期借入金   1,500   1,509  

３．１年以内に返済予定の
長期借入金 

  －   2,400  

４．未払法人税等   490   555  

５．未払費用   609   669  

６．その他流動負債   248   310  

流動負債合計   23,276 68.5  28,411 70.7 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   3,000   600  

２．繰延税金負債   4   291  

３．退職給付引当金   667   671  

４．役員退職慰労引当金   228   302  

５．連結調整勘定   4   0  

固定負債合計   3,905 11.5  1,865 4.7 

負債合計   27,181 80.0  30,276 75.4 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   33 0.1  34 0.1 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  1,266 3.7  1,935 4.8 

Ⅱ 資本剰余金   674 2.0  1,341 3.4 

Ⅲ 利益剰余金   4,635 13.6  5,513 13.7 

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

  270 0.8  1,057 2.6 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △20 △0.1  50 0.1 

Ⅵ 自己株式 ※４  △46 △0.1  △47 △0.1 

資本合計   6,780 19.9  9,850 24.5 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  33,995 100.0  40,161 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   69,404 100.0  75,223 100.0 

Ⅱ 売上原価   60,888 87.7  65,913 87.6 

売上総利益   8,516 12.3  9,310 12.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  7,025 10.2  7,584 10.1 

営業利益   1,490 2.1  1,725 2.3 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  2   6   

２．仕入割引  90   89   

３．家賃収入  83   88   

４．為替差益  －   65   

５．その他の営業外収益  130 307 0.5 142 392 0.5 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  50   49   

２．手形売却損  33   15   

３．新株発行費  －   19   

４．売掛債権譲渡損  61   54   

５．たな卸資産評価損  12   －   

６．その他の営業外費用  25 183 0.3 22 160 0.2 

経常利益   1,613 2.3  1,958 2.6 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  －   40   

２. 建物売却益  1   －   

３. 土地売却益  －   44   

４．貸倒引当金戻入益  5 7 0.0 － 85 0.1 

Ⅶ 特別損失        

１．投資有価証券売却損  －   28   

２．建物除却損  4   1   

３．工具器具備品除却損  －   4   

４．車両運搬具除却損  －   1   

５．会員権等評価損  3   －   

６．役員退職金  4 11 0.0 － 35 0.0 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

税金等調整前 
当期純利益 

  1,609 2.3  2,007 2.7 

法人税、住民税及び 
事業税 

 791   944   

法人税等調整額  △45 746 1.1 △67 876 1.2 

少数株主利益   1 0.0  0 0.0 

   当期純利益   860 1.2  1,129 1.5 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   674  674 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

   増資による新株の発行  － － 666 666 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   674   1,341 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   3,936  4,635 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益  860 860 1,129 1,129 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  131  215  

２．役員賞与  30 161 37 252 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   4,635  5,513 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益  1,609 2,007 

減価償却費  136 132 

連結調整勘定償却額  △4 △4 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

 58 4 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

 △89 34 

受取利息及び受取配当金  △23 △32 

支払利息  50 49 

投資有価証券売却益  － △40 

投資有価証券売却損  － 28 

有形固定資産売却益  △1 △44 

有形固定資産除却損  4 7 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

 △1,518 △4,700 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

 38 △395 

その他の資産の増減額
（増加：△） 

 34 △63 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 1,175 2,415 

未払消費税等の増減額
（減少：△） 

 △1 0 

その他の負債の増減額
（減少：△） 

 82 118 

役員賞与の支払額  △30 △37 

その他  159 20 

小計  1,679 △500 

利息及び配当金の受取額  23 32 

利息の支払額  △48 △48 

法人税等の支払額  △789 △888 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 864 △1,404 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △37 △26 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 4 155 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △20 △141 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 － 348 

その他  △39 △32 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △93 303 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

短期借入金の純増減額
（減少：△） 

 － 9 

長期借入れによる収入  600 － 

長期借入金の返済による
支出 

 △600 － 

株式の発行による収入  － 1,335 

自己株式の取得による支
出 

 △0 △0 

配当金の支払額  △131 △215 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △131 1,129 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 △1 54 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額（減少：△） 

 637 81 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 2,737 3,375 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
期末残高 

※ 3,375 3,456 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 ① 連結子会社の数  10社 

主要な連結子会社の名称 

サンワテスコム㈱ 

サンワトリニティ㈱ 

サンワロジスティック㈱ 

サンワテクノスシンガポール 

サンワテクノスホンコン 

サンワテクノスヨーロッパ 

サンワテクノスアメリカ 

サンワテクノス台湾 

サンワテクノスマレーシア 

上海サンワテクノス 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 持分法を適用していない関連会社１社

は、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

連結子会社のうちサンワテクノスシン

ガポール他６社の決算日は、平成16年

12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しており

ます。 

ただし、平成17年１月１日から連結決

算日平成17年３月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

連結子会社のうちサンワテクノスシン

ガポール他６社の決算日は、平成17年

12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しており

ます。 

ただし、平成18年１月１日から連結決

算日平成18年３月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① たな卸資産 

連結会社は、商品のうち電子部品

については移動平均法による原価

法により、その他については先入

先出法による原価法により評価し

ております。 

① たな卸資産 

同左 

 ② 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法によ

り算定） 

② 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法

を、また、在外連結子会社は当該

国の会計基準の規定に基づく定額

法を採用しております。 

ただし、当社及び国内連結子会社

は平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）は定額

法によっております。 

なお、主な耐用年数は、次のとお

りであります。 

建物及び構築物   ３～50年 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定額法

を、また、在外連結子会社は当該

国の会計基準の規定に基づく定額

法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

② 無形固定資産 

同左 

(3）繰延資産の処理方法 新株発行費 

──────────── 

新株発行費 

支出した連結会計年度で一括費用処理

しております。 

(4）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は、従業

員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生し

た連結会計年度で一括費用処理し

ております。 

② 退職給付引当金 

同左 

 ③ 役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金支給に

備えるため、役員退職慰労金内規

に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

③ 役員退職慰労引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負

債並びに収益及び費用は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は資本の部における為替換算調整

勘定に含めております。 

同左 

(6）重要なリース取引の処理

方法 

当社及び国内連結子会社は、リース物

件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、繰

延ヘッジ処理によっております。

ただし、金利スワップの特例処理

の要件を満たすものについては、

特例処理によっております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…長期借入金の支払金 

            利 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

金利変動による借入債務の損失可

能性を減殺する目的で行っており

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対

象に関する重要な条件が同一であ

り、かつヘッジ開始時及びその後

も継続して、相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動を完全に相殺す

るものと想定することができるた

め、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(8）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関す

る事項 

連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３日31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 

 表示方法の変更  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３日31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────────── （連結損益計算書） 

「為替差益」は、前連結会計年度まで、営業外収益の「そ

の他の営業外収益」に含めて表示しておりましたが、当連

結会計年度において、営業外収益の総額の100分の10を超

えたため区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度の「為替差益」は５百万円でありま

す。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保に供している資産 

取引等の保証金として担保に供しております。 

有形固定資産   

土地 39百万円

建物 10百万円

計 50百万円

上記の対応する債務   

支払手形及び買掛金 80百万円

投資有価証券 581百万円

※１．担保に供している資産 

取引等の保証金として担保に供しております。 

有形固定資産   

土地 39百万円

建物 9百万円

計 48百万円

上記の対応する債務   

支払手形及び買掛金 71百万円

投資有価証券 999百万円

 ２．受取手形割引高 2,861百万円  ２．受取手形割引高 1,056百万円

※３．当社の発行済株式総数は、普通株式9,240千株であ

ります。 

※３．当社の発行済株式総数は、普通株式10,740千株で

あります。 

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式60,367

株であります。 

※５．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

   投資有価証券（株式） 4百万円

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式60,807

株であります。 

※５．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

   投資有価証券（株式） 4百万円

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

出張・交通費 394百万円 

給与諸手当 3,287百万円 

福利厚生費 565百万円 

賃借料 829百万円 

退職給付費用 

（退職給付引当金繰入額） 
235百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 67百万円 

減価償却費 136百万円 

※１．販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

出張・交通費 417百万円 

給与諸手当 3,486百万円 

福利厚生費 612百万円 

賃借料 878百万円 

退職給付費用 

（退職給付引当金繰入額） 
251百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 75百万円 

減価償却費 132百万円 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

 （百万円）

現金及び預金勘定 3,869 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △494 

現金及び現金同等物 3,375 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

 （百万円）

現金及び預金勘定 3,950 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △494 

現金及び現金同等物 3,456 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

その他有形固
定資産 

1,256 662 594 

合計 1,256 662 594 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

その他有形固
定資産 

1,100 722 378 

合計 1,100 722 378 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 229百万円 

１年超 383百万円 

合計 613百万円 

１年内 218百万円 

１年超 177百万円 

合計 396百万円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 259百万円 

減価償却費相当額 249百万円 

支払利息相当額 12百万円 

支払リース料 235百万円 

減価償却費相当額 225百万円 

支払利息相当額 8百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 2百万円 

１年超 4百万円 

合計 6百万円 

１年内 3百万円 

１年超 7百万円 

合計 11百万円 

 
（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

３．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの） 
   

(1）株式 1,318 1,975 656 

(2）その他 － － － 

小計 1,318 1,975 656 

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの） 
   

(1）株式 374 259 △114 

(2）その他 254 170 △84 

小計 629 430 △199 

合計 1,947 2,405 457 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 29 

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

その他 － 4 － － 



当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの） 
   

(1）株式 1,484 3,375 1,891 

(2）その他 － － － 

小計 1,484 3,375 1,891 

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの） 
   

(1）株式 296 231 △64 

(2）その他 － － － 

小計 296 231 △64 

合計 1,780 3,606 1,826 

売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円）  

売却損の合計額 

（百万円） 

348 40 28 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 1 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為

替予約取引、金利関連では金利スワップ取引でありま

す。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、レバレッジの効く投

機的な取引は行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連では通常の取引の範

囲内で、外貨建債権債務に係る将来の為替レートの変

動リスクを回避する目的で、また金利関連では借入金

の将来の金利市場における利率上昇による変動リスク

を回避する目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引については、繰延ヘッジ処理に

よっております。ただし、金利スワップの特例処理

の要件を満たすものについては、特例処理によって

おります。 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…長期借入金の支払金利 

 

③ ヘッジ方針 

 金利変動による借入債務の損失可能性を減殺する

目的で行っております。 

 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要

な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後

も継続して、相場変動を完全に相殺するものと想定

することができるため、ヘッジの有効性の判定は省

略しております。 

 

(4）取引に係るリスクの内容 

 当社が利用している為替予約取引は、為替相場の変

動によるリスクを有しております。なお、当社のデリ

バティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の

銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスク

は、ほとんどないと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で

決定され、取引権限及び取引範囲を定めた社内管理規

程を設けております。取引の実行及び管理は経理部が

行っております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ヘッジ会計を適用しているため該当事項はありません。 同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度、退職一時金制度及び総合設立の厚

生年金基金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「① 勤務費用」に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

５．厚生年金基金に関する事項 

 当社及び国内連結子会社は、総合設立の厚生年金基金を採用しており、金額は、以下のとおりであります。 

  （単位 百万円）

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

 ① 退職給付債務 △1,196 △1,304 

 ② 年金資産 529 633 

 ③ 未積立退職給付債務（①＋②） △667 △671 

 ④ 退職給付引当金 △667 △671 

  （単位 百万円）

  

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）

 ① 勤務費用 84 107 

 ② 利息費用 25 26 

 ③ 期待運用収益 △4 △5 

 ④ 数理計算上の差異の費用処理額 42 △4 

 ⑤ 退職給付費用（①＋②＋③＋④） 147 123 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

② 割引率 2.4％ 2.2％ 

③ 期待運用収益率 1.5％ 1.5％ 

④ 数理計算上の差異の処理年数 発生した連結会計年度で一

括費用処理しております。 
同左 

(1）年金資産 

（制度の加入人数の比率により算出しております。） 

前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

 2,563百万円     3,396 百万円 

(2）退職給付費用 

（別に費用処理しております。） 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

 89百万円 130 百万円 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  （単位 百万円）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

繰延税金資産（流動）      

貸倒引当金  17   18 

未払賞与  167   184 

未払事業税  35   42 

その他  30   31 

  249   276 

繰延税金資産（固定）      

退職給付引当金  256   269 

役員退職慰労引当金  92   122 

貸倒引当金  14   13 

有価証券評価損  69   69 

その他  8   10 

  442   486 

繰延税金負債（固定）      

その他有価証券評価差額金  △185   △765 

その他  △1   △0 

  △186   △766 

繰延税金資産の純額  506   － 

繰延税金負債の純額  －   △3 

 （単位 ％）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

国内の法定実効税率  40.5   40.5 

（調整）      

損金不算入の費用  4.9   3.9 

住民税均等割等  1.3   1.2 

その他  △0.3   △1.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  46.4   43.7 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は74百万円であり、その主なものは社

宅に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,185百万円であり、その主なものは、余資運

用資金（現金及び有価証券）、福利厚生施設、本社管理資産、長期投資資金（投資有価証券）等でありま

す。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とそれらの償却費が含まれております。 

 
電機部門 
（百万円） 

電子部門 
（百万円） 

機械部門 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 15,782 43,261 10,360 69,404 － 69,404 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
213 153 179 546 (546) － 

計 15,995 43,414 10,539 69,950 (546) 69,404 

営業費用 15,635 42,260 10,489 68,385 (471) 67,914 

営業利益 360 1,154 50 1,565 (74) 1,490 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本

的支出 
      

資産 4,877 17,663 3,268 25,809 8,185 33,995 

減価償却費 1 55 4 61 74 136 

資本的支出 1 36 0 39 31 70 

事業区分 主要製品 

電機部門 
各種モータ、超メカトロ機器、ＮＣ装置、プログラマブ

ルコントローラ、サーボ機器及び制御装置等 

電子部門 

電源、コネクタ、半導体、オプト素子、センサー、小型

ファン、ＦＤＤ、プリンタ、発光ダイオード、ＩＣカー

ド等の各種電子部品及び機器等 

機械部門 

各種検査装置、半導体関連製造設備、産業用ロボット、

クリーンロボット、基板関連装置、物流搬送装置、バル

ブコントロール装置、風水力機器、空調・厨房設備、環

境保護機器及び装置等 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

      事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は73百万円であり、その主なものは社

宅に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,969百万円であり、その主なものは、余資運

用資金（現金及び有価証券）、福利厚生施設、本社管理資産、長期投資資金（投資有価証券）等でありま

す。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とそれらの償却費が含まれております。 

 
電機部門 
（百万円） 

電子部門 
（百万円） 

機械部門 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 16,193 48,568 10,461 75,223 － 75,223 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
289 64 324 678 (678) － 

計 16,482 48,633 10,785 75,902 (678) 75,223 

営業費用 16,142 47,235 10,724 74,102 (604) 73,497 

営業利益 339 1,398 61 1,799 (73) 1,725 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本

的支出 
      

資産 5,923 21,812 3,456 31,191 8,969 40,161 

減価償却費 1 53 3 58 73 132 

資本的支出 2 31 1 35 23 59 

事業区分 主要製品 

電機部門 

ＡＣサーボモータ、リニアモータ他各種モータ、インバ

ータ、マシンコントローラ、マシンビジョンシステム、

半導体用クリーンロボット・真空ロボット等 

電子部門 

電源、コネクタ、半導体、センサー、小型ファン、ＬＥ

Ｄ（発光ダイオード）、ＬＣＤ（液晶ディスプレイ）、

産業用パソコン、ＣＰＵボード、メモリモジュール等の

各種電子部品及び機器等 

機械部門 

各種検査装置、半導体関連製造設備、産業用ロボット、

液晶・パネル搬送用クリーンロボット、基板関連装置、

物流搬送装置、バルブコントロール装置、風水力機器、

空調・厨房設備、環境保護機器及び装置等 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  

役員及び個人主要株主等 

（単位 百万円）

（注）１．㈱榎本鋳工所は、当社監査役 榎本新一氏及びその近親者が議決権の70％を直接保有しております。なお、

榎本新一氏は、平成17年２月末日付で当社監査役を退任しており、関連当事者取引は解消されております。

なお、上記記載の数値は退任までの期間の内容であります。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

①製品の購入については、客先の仕様を確認し、打ち合わせの上で決定しております。 

②社宅の賃貸取引における家賃については、社内規程により決定しております。 

３．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

属 性 氏名及び

会社等の

名称 

住所 資本金 事業の

内容又

は職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

関 係 内 容 取引の

内容 

取引金額 科目 期末残高

       
役員の兼

任等  

事業上

の関係 
    

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

㈱榎本鋳

工所 

埼玉県

北葛飾

郡 

24 銑鉄鋳

物鋳造

業 

無し － ㈱榎本

鋳工所

製品の

購入 

客先より

指定され

た㈱榎本

鋳工所特

許製品

（製品名

ノビナイ

ト）等の

購入 

64 買掛金 １ 

役員 山本 勢 － － 当社常

務取締

役 

0.1 

  

－ － 社宅の賃

貸 

１ － － 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  

役員及び個人主要株主等 

（単位 百万円）

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

社宅の賃貸取引における家賃については、社内規程により決定しております。 

２．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

属 性 氏名及び

会社等の

名称 

住所 資本金 事業の

内容又

は職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

関 係 内 容 取引の

内容 

取引金額 科目 期末残高

       
役員の兼

任等  

事業上

の関係 
    

役員 山本 勢 － － 当社常

務取締

役 

（被所有）

直接0.1 

－ － 社宅の賃

貸 

 1 －  － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 734.58 918.50 

１株当たり当期純利益金額（円） 89.69 105.02 

  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 当社は、平成16年５月20日付で

株式１株につき1.1株の株式分割

を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前連結

会計年度における１株当たり情報

については、以下のとおりとなり

ます。 

 １株当たり純資産額 667.81円 

 １株当たり 

   当期純利益金額  48.20円 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

  

  

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 860 1,129 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 37 41 

（うち利益処分による役員賞与金） (37) (41) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 823 1,088 

期中平均株式数（千株） 9,180 10,363 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────────────  平成18年２月16日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株式を発行いたしました。 

１．平成18年４月１日付をもって普通株式１株につき1.2

株に分割いたしました。 

（１）分割により増加する株式数 

 普通株式     2,148,000株 

（２）分割方法 

 平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記

載又は記録された株主の所有株式数を、１株につき1.2株の

割合をもって分割いたしました。 

 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連

結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当連結会計年度における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 

612.20円  

１株当たり当期純利益金額 

74.79円  

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額 

765.41円  

１株当たり当期純利益金額 

87.52円  

  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

（１）公募増資 

 当社は、平成17年５月27日開催の取締役会において、

新株式発行に関して決議し、平成17年６月14日を払込期

日とする公募増資（一般募集）により、当該株式を次の

とおり発行いたしました。 

 この結果、資本金は1,868百万円、発行済株式数は、

10,590,000株となっております。 

①発行株式数         普通株式 1,350,000株 

②発行価格                  949円 

③発行価額                 890.26円 

④発行価額総額             1,201百万円 

⑤資本組入総額              602百万円 

⑥払込期日             平成17年６月14日 

⑦配当起算日            平成17年４月１日 

⑧資金の使途        運転資金に充当する予定

であります。 

──────────── 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（２）第三者割当増資 

 当社は、新株式発行並びに株式売出しに関連し、当社

株主より当社普通株式を貸借した大和証券エスエムビー

シー株式会社が売出人となり、当社普通株式150,000株の

売出し（オーバーアロットメントによる売出し）を行い

ます。 

 本件第三者割当増資は、オーバーアロットメントによ

る売出しに関連して、平成17年５月27日開催の取締役会

決議に基づき、大和証券エスエムビーシー株式会社を割

当先として行うものであり、その概要は次のとおりであ

ります。 

①発行株式数         普通株式   150,000株 

②発行価額                 890.26円 

③払込金額総額          133百万円（上限） 

④資本組入総額           66百万円（上限） 

⑤払込期日             平成17年７月12日 

⑥配当起算日            平成17年４月１日 

⑦資金の使途        運転資金に充当する予定

であります。 

──────────── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,500 1,509 0.6 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － 2,400 1.3 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,000 600 1.3 平成19年９月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 4,500 4,509 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 600 － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第57期 

（平成17年３月31日） 
第58期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   3,107   2,896  

２．受取手形 ※６  3,542   5,403  

３．売掛金 ※６  15,256   17,833  

４．商品   1,918   2,167  

５．関係会社短期貸付金   80   54  

６．繰延税金資産   223   249  

７．その他 ※６  234   223  

貸倒引当金   △21   △24  

流動資産合計   24,342 75.4  28,802 76.5 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  2,447   2,449   

減価償却累計額  1,023 1,424  1,096 1,352  

(2）構築物  26   23   

減価償却累計額  15 10  16 7  

(3）機械及び装置  53   53   

減価償却累計額  33 20  36 17  

(4）工具器具及び備品  154   137   

減価償却累計額  128 26  114 23  

(5）土地   2,701   2,593  

有形固定資産合計   4,182 12.9  3,994 10.6 

２．無形固定資産        

(1）電話加入権   18   18  

(2）ソフトウェア   79   81  

無形固定資産合計   97 0.3  99 0.3 

 



  
第57期 

（平成17年３月31日） 
第58期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  2,397   3,557  

(2）関係会社株式   314   426  

(3）関係会社出資金   197   225  

(4）敷金・保証金   418   432  

(5）破産債権に準ずる債
権 

  56   59  

(6）長期前払費用   11   8  

(7）繰延税金資産   254   －  

(8）その他   106   116  

貸倒引当金   △83   △85  

投資その他の資産合計   3,673 11.4  4,741 12.6 

固定資産合計   7,953 24.6  8,834 23.5 

資産合計   32,295 100.0  37,637 100.0 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形 ※６  9,808   11,653  

２．買掛金 ※６  9,501   9,648  

３．短期借入金   1,500   1,500  

４．１年以内に返済予定の
長期借入金 

  －   2,400  

５．未払金   10   9  

６．未払費用    590   640  

７．未払法人税等   477   537  

８．未払消費税等   31   33  

９．前受金   12   8  

10．預り金   18   101  

流動負債合計   21,950 68.0  26,533 70.5 

 



  
第57期 

（平成17年３月31日） 
第58期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   3,000   600  

２．繰延税金負債   －   280  

３．退職給付引当金   646   645  

４．役員退職慰労引当金   228   302  

固定負債合計   3,875 12.0  1,828 4.9 

負債合計   25,825 80.0  28,362 75.4 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  1,266 3.9  1,935 5.1 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  674   1,341   

資本剰余金合計   674 2.1  1,341 3.6 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  197   197   

２．任意積立金        

(1）退職慰労積立金  80   80   

(2）別途積立金  3,053   3,553   

３．当期未処分利益  986   1,176   

利益剰余金合計   4,316 13.4  5,006 13.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  259 0.8  1,039 2.8 

Ⅴ 自己株式 ※３  △46 △0.2  △47 △0.2 

資本合計   6,470 20.0  9,275 24.6 

負債・資本合計   32,295 100.0  37,637 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第57期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   64,526 100.0  68,365 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．商品期首たな卸高  2,065   1,918   

２．当期商品仕入高  56,915   60,597   

合計  58,981   62,516   

３．商品期末たな卸高  1,918 57,062 88.4 2,167 60,349 88.3 

売上総利益   7,463 11.6  8,016 11.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  6,027 9.4  6,382 9.3 

営業利益   1,435 2.2  1,633 2.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  1   1   

２．受取配当金  23   26   

３．仕入割引  90   89   

４．家賃収入  101   106   

５．為替差益  －   44   

６．その他  70 287 0.5 79 348 0.5 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  48   49   

２．手形売却損  33   14   

３．売掛債権譲渡損  61   54   

４．新株発行費  －   19   

５．たな卸資産評価損  12   －   

６．その他  11 167 0.3 17 154 0.2 

経常利益   1,556 2.4  1,828 2.7 

 



  
第57期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  －   40   

２．土地売却益  －   44   

３．貸倒引当金戻入益  5 5 0.0 － 85 0.1 

Ⅶ 特別損失        

１．投資有価証券売却損  －   28   

２．建物除却損  4   0   

３．工具器具備品除却損  －   4   

４．会員権等評価損  2   －   

５．関係会社出資金評価損  64 70 0.1 82 115 0.2 

税引前当期純利益   1,490 2.3  1,798 2.6 

法人税、住民税及び事
業税 

 767   921   

法人税等調整額  △45 721 1.1 △65 856 1.3 

当期純利益   769 1.2  941 1.4 

前期繰越利益   281   330  

中間配当額   64   96  

当期未処分利益   986   1,176  

        



③【利益処分計算書】 

 （注）日付は株主総会承認日であります。 

  
第57期 

（平成17年６月29日） 
第58期 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   986  1,176 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  119  96  

２．役員賞与金  36  40  

（うち監査役賞与金）  (2)  (2)  

３．別途積立金  500 655 600 736 

Ⅲ 次期繰越利益   330  439 

      



重要な会計方針 

項目 
第57期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

電子部品  移動平均法による原価法 

その他   先入先出法による原価法 

商品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

平成10年４月１日以降取得した建物 

（附属設備を除く） 

……………定額法 

上記以外の有形固定資産 

……………定率法 

なお、主な耐用年数は、以下のとおり

であります。 

建物及び構築物      ３～50年 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについては、

社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法、それ以外の無形

固定資産については、定額法を採用し

ております。 

無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 

──────────── 

新株発行費 

支出した事業年度で一括費用処理してお

ります。 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

 



項目 
第57期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

数理計算上の差異は、その発生した

事業年度で一括費用処理しておりま

す。 

(2）退職給付引当金 

同左 

 (3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、繰延

ヘッジ処理によっております。ただ

し、金利スワップの特例処理の要件

を満たすものについては、特例処理

によっております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…長期借入金の支払金利 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

金利変動による借入債務の損失可能

性を減殺する目的で行っておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象

に関する重要な条件が同一であり、

かつヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



項目 
第57期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 会計処理方法の変更  

第57期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３日31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

 表示方法の変更  

第57期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３日31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────────── （損益計算書） 

前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

した「為替差益」は、営業外収益の総額の100分の10を超

えたため区分掲記しました。 

なお、前期における「為替差益」の金額は３百万円であり

ます。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第57期 
（平成17年３月31日） 

第58期 
（平成18年３月31日） 

※１．投資有価証券581百万円は取引の保証金として担保

に供しております。 

※１．投資有価証券999百万円は取引の保証金として担保

に供しております。 

※２．会社が発行する株式の総数 ※２．会社が発行する株式の総数 

普通株式 33,380,000株 普通株式 33,380,000株

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずる旨定款で定めておりま

す。 

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずる旨定款で定めておりま

す。 

発行済株式の総数 普通株式 9,240,000株 発行済株式の総数   普通株式 10,740,000株

※３．会社が保有する自己株式の数 ※３．会社が保有する自己株式の数 

普通株式 60,367株 普通株式 60,807株

 ４．保証債務 

下記関係会社に対して債務保証を行っておりま

す。 

仕入債務に対する保証   

サンワトリニティ㈱ 169百万円 

 ４．保証債務 

下記関係会社に対して債務保証を行っておりま

す。 

仕入債務に対する保証   

サンワトリニティ㈱ 71百万円 

 ５．受取手形割引高 2,787百万円  ５．受取手形割引高 987百万円 

※６．関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものが含まれております。 

流動資産の部   

受取手形 29百万円 

売掛金 698百万円 

その他 122百万円 

流動負債の部   

支払手形 2百万円 

買掛金 95百万円 

その他 30百万円 

※６．関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものが含まれております。 

流動資産の部   

受取手形 5百万円 

売掛金 1,093百万円 

その他 12百万円 

流動負債の部   

支払手形 75百万円 

買掛金 128百万円 

その他 31百万円 

 ７．配当制限      

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額 

                                        259百万円 

 ７．配当制限      

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額 

                                       1,039百万円 



（損益計算書関係） 

第57期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費

用のおおよその割合は66％であり、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は34％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

荷造運搬費 183百万円 

出張・交通費 314百万円 

役員報酬 127百万円 

給与手当 1,731百万円 

賞与 716百万円 

福利厚生費 441百万円 

賃借料 729百万円 

退職給付費用 

（退職給付引当金繰入額） 
214百万円 

減価償却費 120百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 67百万円 

業務委託費 535百万円 

※１．販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費

用のおおよその割合は65％であり、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は35％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

荷造運搬費 212百万円 

出張・交通費 324百万円 

役員報酬 130百万円 

給与手当 1,806百万円 

賞与 774百万円 

福利厚生費 482百万円 

賃借料 746百万円 

退職給付費用 

（退職給付引当金繰入額） 
212百万円 

減価償却費 115百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 75百万円 

業務委託費 528百万円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

第57期（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第58期（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第57期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

工具器具及び備品 1,202 628 574 

合計 1,202 628 574 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

工具器具及び備品 1,049 683 366 

合計 1,049 683 366 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 221百万円 

１年超 372百万円 

合計 593百万円 

１年内 211百万円 

１年超 173百万円 

合計 384百万円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 251百万円 

減価償却費相当額 240百万円 

支払利息相当額 11百万円 

支払リース料 226百万円 

減価償却費相当額 216百万円 

支払利息相当額 7百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 2百万円 

１年超 4百万円 

合計 6百万円 

１年内 3百万円 

１年超 7百万円 

合計 11百万円 

  （減損損失について） 

    リース資産に配分された減損損失はありません。 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  （単位 百万円）

 
第57期 

（平成17年３月31日） 
 

第58期 
（平成18年３月31日） 

繰延税金資産（流動）      

貸倒引当金損金算入限度超過額  17   19 

未払賞与損金算入限度超過額  143   161 

未払事業税否認  35   42 

その他  27   26 

  223   249 

繰延税金資産（固定）      

退職給付引当金損金算入限度超過額  251   261 

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額  92   122 

貸倒引当金損金算入限度超過額  13   13 

有価証券評価損損金算入限度超過額  69   69 

その他  2   2 

  430   470 

繰延税金負債（固定）      

その他有価証券評価差額金  △176   △751 

  △176   △751 

繰延税金資産の純額  478   △31 

  （単位 ％）

 
第57期 

（平成17年３月31日） 
 

第58期 
（平成18年３月31日） 

法定実効税率  40.5   40.5 

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目  5.0   4.2 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.3   △0.3 

住民税均等割等  1.4   1.2 

その他  1.8   2.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  48.4   47.7 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
第57期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 700.93 864.77 

１株当たり当期純利益金額（円） 79.86 86.96 

  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 当社は、平成16年５月20日付で

株式１株につき1.1株の株式分割

を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前事業

年度における１株当たり情報につ

いては、以下のとおりとなりま

す。 

 １株当たり純資産額 644.74円 

 １株当たり 

   当期純利益金額  48.26円 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 
第57期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第58期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益（百万円） 769 941 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 36 40 

（うち利益処分による役員賞与金） (36) (40) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 733 901 

期中平均株式数（千株） 9,180 10,363 



（重要な後発事象） 

第57期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────────────  平成18年２月16日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株式を発行いたしました。 

１．平成18年４月１日付をもって普通株式１株につき1.2

株に分割いたしました。 

（１）分割により増加する株式数 

 普通株式     2,148,000株 

（２）分割方法 

 平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記

載又は記録された株主の所有株式数を、１株につき1.2株

の割合をもって分割いたしました。 

  

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期

における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定した

場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以下のと

おりとなります。 

 
第57期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 

584.11円  

１株当たり当期純利益金額 

66.55円  

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり純資産額 

720.65円  

１株当たり当期純利益金額 

72.47円  

  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

（１）公募増資 

 当社は、平成17年５月27日開催の取締役会において、

新株式発行に関して決議し、平成17年６月14日を払込期

日とする公募増資（一般募集）により、当該株式を次の

とおり発行いたしました。 

 この結果、資本金は1,868百万円、発行済株式数は、

10,590,000株となっております。 

①発行株式数         普通株式 1,350,000株 

②発行価格                  949円 

③発行価額                 890.26円 

④発行価額総額             1,201百万円 

⑤資本組入総額              602百万円 

⑥払込期日             平成17年６月14日 

⑦配当起算日            平成17年４月１日 

⑧資金の使途        運転資金に充当する予定

であります。 

──────────── 

 



第57期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第58期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（２）第三者割当増資 

 当社は、新株式発行並びに株式売出しに関連し、当社

株主より当社普通株式を貸借した大和証券エスエムビー

シー株式会社が売出人となり、当社普通株式150,000株の

売出し（オーバーアロットメントによる売出し）を行い

ます。 

 本件第三者割当増資は、オーバーアロットメントによ

る売出しに関連して、平成17年５月27日開催の取締役会

決議に基づき、大和証券エスエムビーシー株式会社を割

当先として行うものであり、その概要は次のとおりであ

ります。 

①発行株式数         普通株式   150,000株 

②発行価額                 890.26円 

③払込金額総額          133百万円（上限） 

④資本組入総額           66百万円（上限） 

⑤払込期日             平成17年７月12日 

⑥配当起算日            平成17年４月１日 

⑦資金の使途        運転資金に充当する予定

であります。 

──────────── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

㈱安川電機 613,565 815 

オムロン㈱ 111,729 377 

スタンレー電気㈱ 131,215 329 

日機装㈱ 276,849 274 

オリジン電気㈱ 293,349 216 

ローム㈱ 8,100 100 

山一電機㈱ 57,200 89 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 49 89 

ラサ商事㈱ 110,000 89 

㈱新川 23,388 76 

三菱電機㈱ 65,449 65 

日本ギア工業㈱ 156,450 61 

エスペック㈱ 28,300 55 

丸三証券㈱ 28,471 54 

フジテック㈱ 70,000 53 

三機工業㈱ 46,565 45 

旭硝子㈱ 23,900 42 

㈱日立製作所 48,462 40 

住友軽金属工業㈱ 130,000 39 

クラフト㈱ 15,000 39 

デンセイ・ラムダ㈱ 18,920 38 

ケル㈱ 50,000 38 

㈱りそなホールディングス 93 37 

富士写真フイルム㈱ 9,313 36 

日伝㈱ 8,400 36 

キヤノン㈱ 4,591 35 

㈱東芝  42,587 29 

ＳＭＢＣフレンド証券㈱  26,793 27 

富士機械製造㈱  12,000 26 

㈱森精機製作所  10,000 24 

その他 39銘柄 363,749 270 

計 2,784,492 3,557 



資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 2,447 3 1 2,449 1,096 75 1,352

構築物 26 － 3 23 16 1 7

機械及び装置 53 － － 53 36 3 17

工具器具及び備品 154 7 24 137 114 7 23

土地 2,701 － 107 2,593 － － 2,593

有形固定資産計 5,383 10 136 5,257 1,263 87 3,994

無形固定資産        

電話加入権 18 － － 18 － － 18

ソフトウェア 144 31 25 151 69 26 81

無形固定資産計 162 31 25 169 69 26 99

長期前払費用 20 － 4 15 7 1 8

繰延資産      

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、60,807株であります。 

    ２．当期増加額は、平成17年６月14日付をもって有償一般募集、平成17年７月12日付をもってオーバーアロット

メントによる売出しに関連した第三者割当増資を行ったことによるものであります。 

３．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 1,266 669 － 1,935 

資本金のうち

既発行株式

（注）１,２ 

普通株式  （株） (9,240,000) (1,500,000)    (－) (10,740,000) 

普通株式 （百万円） 1,266 669 － 1,935 

計 （株） (9,240,000) (1,500,000)    (－) (10,740,000) 

計 （百万円） 1,266 669 － 1,935 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（注）２ 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 674 666 － 1,341 

計 （百万円） 674 666 － 1,341 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 197 － － 197 

（任意積立金）      

退職慰労積立金 （百万円） 80 － － 80 

別途積立金 （注）３ （百万円） 3,053 500 － 3,553 

計 （百万円） 3,330 500 － 3,830 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 104 5 － － 109 

役員退職慰労引当金 228 75 2 － 302 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

ｂ．受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 20 

預金  

当座預金 1,843 

普通預金 549 

定期預金 482 

小計 2,875 

合計 2,896 

相手先 金額（百万円） 

㈱オリンピア 273 

エスペック㈱ 230 

プロテックアート㈱ 200 

ダイヘン産業機器㈱ 174 

システム精工㈱ 162 

その他 4,363 

合計 5,403 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 1,645 

５月 481 

６月 1,433 

７月 1,365 

８月 416 

９月 46 

10月以降  15 

合計 5,403 



ｃ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

ｄ．商品 

相手先 金額（百万円） 

凸版印刷㈱ 811 

旭硝子㈱ 687 

㈱安川電機 563 

㈱デンソー 489 

ローム㈱ 466 

その他 14,814 

合計 17,833 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

15,256 71,640 69,064 17,833 79.4 84.2 

部門別 金額（百万円） 

電機部門 

（各種モータ、マシンコントローラ、マシンビジョン

システム、半導体用クリーンロボット等） 

467 

電子部門 

（電源、コネクタ、センサー、小型ファン、ＬＥＤ、

ＬＣＤ、メモリモジュール等の各種電子部品及び機器

等） 

1,312 

機械部門 

（各種検査装置、半導体関連製造設備、産業用ロボッ

ト、基板関連装置、環境保護機器及び装置等） 

386 

合計 2,167 



② 流動負債 

ａ．支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

ｂ．買掛金 

相手先別内訳 

相手先 金額（百万円） 

スタンレー電気㈱ 853 

デンセイ・ラムダ㈱ 755 

三機工業㈱ 649 

ミネベア㈱ 533 

㈱安川電機 526 

その他 8,334 

合計 11,653 

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 3,070 

５月 2,975 

６月 2,632 

７月 2,253 

８月 556 

９月 165 

合計 11,653 

相手先 金額（百万円） 

㈱安川電機 2,272 

オムロン㈱ 617 

スタンレー電気㈱ 468 

三機工業㈱ 379 

デンセイ・ラムダ㈱ 290 

その他 5,620 

合計 9,648 



ｃ．１年以内に返済予定の長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

 借入先 金額（百万円）  

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,600 

㈱りそな銀行 800 

 合計 2,400 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりまし

た。 

当会社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事情によって電子公告をすることができ

ない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法とする。 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券 

（但し法令により認められる場合） 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 

  

  

東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

  

株主名簿管理人 

  

  

東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

  

取次所 

  

中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき300円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 

  

  

東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 証券代行部 

  

株主名簿管理人 

  

  

東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

  

取次所 

  

中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事情によって電子

公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL http://www.sunwa.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書の訂正報告書 

  平成17年５月20日関東財務局長に提出 

 事業年度（第56期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(2）有価証券届出書（一般募集及び売出し）及びその添付書類 

  平成17年５月27日関東財務局長に提出 

(3）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

  平成17年５月27日関東財務局長に提出 

(4）有価証券届出書（一般募集及び売出し）の訂正届出書 

  平成17年６月６日関東財務局長に提出 

  平成17年５月27日提出の有価証券届出書（一般募集及び売出し）に係る訂正届出書であります。 

(5）有価証券届出書（第三者割当増資）の訂正届出書 

  平成17年６月６日関東財務局長に提出 

  平成17年５月27日提出の有価証券届出書（第三者割当増資）に係る訂正届出書であります。 

(6）有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第57期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(7）半期報告書 

  （第58期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日  

サンワテクノス株式会社    

 取締役会 御中  

 井上監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 中松  進  印 

 業務執行社員  公認会計士 平松 正己  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサンワ

テクノス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サン

ワテクノス株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日  

サンワテクノス株式会社    

 取締役会 御中  

 井上監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 中松  進  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 平松 正己  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサンワ

テクノス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サン

ワテクノス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日  

サンワテクノス株式会社    

 取締役会 御中  

 井上監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 中松  進  印 

 業務執行社員  公認会計士 平松 正己  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサンワ

テクノス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第57期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンワテ

クノス株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日  

サンワテクノス株式会社    

 取締役会 御中  

 井上監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 中松  進  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 平松 正己  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサンワ

テクノス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンワテ

クノス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の推移
	(4）所有者別状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1）定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2）資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2）その他

	２財務諸表等
	(1）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2）主な資産及び負債の内容
	(3）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/86
	pageform2: 2/86
	form1: EDINET提出書類  2006/06/29 提出
	form2: サンワテクノス株式会社(401246)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/86
	pageform4: 4/86
	pageform5: 5/86
	pageform6: 6/86
	pageform7: 7/86
	pageform8: 8/86
	pageform9: 9/86
	pageform10: 10/86
	pageform11: 11/86
	pageform12: 12/86
	pageform13: 13/86
	pageform14: 14/86
	pageform15: 15/86
	pageform16: 16/86
	pageform17: 17/86
	pageform18: 18/86
	pageform19: 19/86
	pageform20: 20/86
	pageform21: 21/86
	pageform22: 22/86
	pageform23: 23/86
	pageform24: 24/86
	pageform25: 25/86
	pageform26: 26/86
	pageform27: 27/86
	pageform28: 28/86
	pageform29: 29/86
	pageform30: 30/86
	pageform31: 31/86
	pageform32: 32/86
	pageform33: 33/86
	pageform34: 34/86
	pageform35: 35/86
	pageform36: 36/86
	pageform37: 37/86
	pageform38: 38/86
	pageform39: 39/86
	pageform40: 40/86
	pageform41: 41/86
	pageform42: 42/86
	pageform43: 43/86
	pageform44: 44/86
	pageform45: 45/86
	pageform46: 46/86
	pageform47: 47/86
	pageform48: 48/86
	pageform49: 49/86
	pageform50: 50/86
	pageform51: 51/86
	pageform52: 52/86
	pageform53: 53/86
	pageform54: 54/86
	pageform55: 55/86
	pageform56: 56/86
	pageform57: 57/86
	pageform58: 58/86
	pageform59: 59/86
	pageform60: 60/86
	pageform61: 61/86
	pageform62: 62/86
	pageform63: 63/86
	pageform64: 64/86
	pageform65: 65/86
	pageform66: 66/86
	pageform67: 67/86
	pageform68: 68/86
	pageform69: 69/86
	pageform70: 70/86
	pageform71: 71/86
	pageform72: 72/86
	pageform73: 73/86
	pageform74: 74/86
	pageform75: 75/86
	pageform76: 76/86
	pageform77: 77/86
	pageform78: 78/86
	pageform79: 79/86
	pageform80: 80/86
	pageform81: 81/86
	pageform82: 82/86
	pageform83: 83/86
	pageform84: 84/86
	pageform85: 85/86
	pageform86: 86/86


